
施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１２３―

第５款　労　　働　　費

 １　労　　　政　　　費

         １　施策の趣旨等
　労働者の処遇改善や正規雇用化の推進、就労環境改善対策など新しいワークスタイルの推
進に取り組む中小企業等をきめ細かく支援する。

　　　　　　　　　指　　標　　　　　　　　　　　　　　目　標　　　実　績
　就労環境改善アドバイザーによる企業訪問件数　　　　１，２６０件　　　１，２６５件
　就労環境改善の取組を支援した団体数　　　　　　　　　１００団体　　　６４団体

２　施策の実施状況
茨　「就労環境改善サポートセンター」の設置
　新しいワークスタイルの推進に取り組む中小企業等を総合的に支援するための拠点を京
都テルサ内に設置した。
芋　社会保険労務士派遣事業
　労働者の職場定着率等に課題のある中小企業等に就労環境改善啓発推進員、就労環境改
善アドバイザーが訪問し、離職防止・就労環境改善に関する啓発及び助言を行った。
　　訪問件数　　１，２６５件　　
鰯　就労環境改善助成金事業
　中小企業等の就労環境改善の取組を支援するため、就業規則の整備や就労環境改善のた
めの設備導入等に対して助成した。
　　交付団体数　　　　６４団体
　　交付額　　　　１１，２２２千円
允　新しいワークスタイル分野別会議の開催
　観光、介護・保育、ものづくり、建設の分野毎に会議を開催し、課題に応じた就労環境
の改善について協議を行い、労働生産性向上推進補助金の創設など、次年度の具体的な施
策に反映させた。
　　開催回数　　　　　９回
印　ワークルール等教育充実会議の開催
　学生アルバイトの実態等に関するアンケートを府内４５大学等を対象に実施し、トラブル
の実態をはじめ、相談窓口のあり方や高校、大学でのワークルール教育のニーズを把握す
るとともに、ワークルール教育充実に向けた具体的な方策を協議し、労働法制等に関する
出前講座の活用等を促進した。
　　アンケート回答者数　２，６２５人　　
　　開催回数　　　　　　　　３回

１　労政総務費
（Ｐ１２６）

３６，８０６，０００
（１８７，７２１，０００）

３５，５５５，７６７
（１８６，０７２，７６６）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

８，３６０，０００
一 般 財 源

２７，１９５，７６７

就労環境改善サポート
事業
（労働・雇用政策課）
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咽　新しいワークスタイルシンポジウム、セミナーの開催
　新しいワークスタイルを推進するため、企業経営者等の意識改革につながるシンポジウ
ム、セミナーを開催した。
　　開催回数　　　　７回　

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３，０９０，７３１円　　　　

 （うち  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　中小企業の人材確保と従業員の定着及び若者の負担軽減を図るため、従業員の奨学金返済
支援を行う中小企業を支援する。

　指標：奨学金の返済負担軽減制度を設けた企業数　　目標：１００社　　実績：１４社

２　施策の実施状況
　中小企業が従業員へ支給する奨学金返済に係る手当等に対して助成した。
　交付企業数　　　　　１４社
　支援対象者数　　　　３５人
　交付額　　　　　　１，５５２千円

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，４６５，０３６円
 （うち補助金　１，５５２，３８６円）　

 

 ２　雇用対策費

         １　施策の趣旨等
　再就職に効果的な短期職業訓練を実施することにより、離職者等の再就職の促進を図る。

　　　　　指　　　標　　　　　　　　　目標　　実績
　職業訓練修了者の就職率（一　般）　　８０％　　７１．３％
　　　　　〃　　　　　　　（障害者）　　６５　　　５０．６

２　施策の実施状況
　企業のニーズや受講者のニーズに応じた訓練メニューの充実により、多様な職業能力開発
機会の創出・拡大を図った。また、京都高等技術専門校、福知山高等技術専門校及び京都障
害者高等技術専門校に巡回就職支援指導員や障害者職業訓練コーディネーターをそれぞれ配
置し、訓練受講者に対して就職指導を実施した。

委託料　１３，３９８，０１８円
補助金　１５，０７３，９５１ ）

就労・奨学金返済一体
型支援事業
（労働・雇用政策課）

２　雇用促進費
（Ｐ１２８）

２，４６６，０２９，０００
（２，７５５，２７３，０００）

２，３２７，１７０，５３２
（２，６１２，６４１，３７５）
決算額の財減
内訳
国庫支出金
１，６５５，３０４，１６１
諸　収　入

２２２，０００
一 般 財 源
６７１，６４４，３７１

離職者等再就職訓練事
業
（人づくり推進課）



―１２５―

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　般　　　　　障害者
　委託事業所数　　　　　　　　　　　　　　１６事業所　　　４３事業所
　訓練受講者数　　　　　　　　　　　　１，７９５人　　　　　１０４人
　訓練修了者数　　　　　　　　　　　　　９０７　　　　　　８３
　就職者数　　　　　　　　　　　　　　　６４７　　　　　　４２

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１８，３３５，４６０円
 （うち委託料　３４１，４１５，７９８円）　

       １　施策の趣旨等
　若年者をはじめ、幅広い府民に対して、ハローワークと連携しながら、相談から就職、職
場定着支援までのサービスをワンストップで提供する総合就業支援拠点を運営し、就業促進
を図る。

　指標：京都ジョブパーク利用者の就職内定率　　目標：６９．４％　　実績：６８．７％

２　施策の実施状況
　京都ジョブパーク・北京都ジョブパークにおいて、相談・就職・定着までの総合的な就業
支援を実施した。
　利用状況・就職内定者数
　　　　　　　　　京都ジョブパーク　　　　　　うち北京都ジョブパーク
　延べ利用者数　　１７６，５８４人　　　　　　　　　　　　　２０，１２８人
　延べ相談者数　　１２０，７６３　（１日平均４０８人）　　　　　１４，４１０　（１日平均５９人）
　就職内定者数　　　１１，６６７　　　　　　　　　　　　　　１，７００

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２２，０９２，２５０円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　（うち委託料　１７３，１５５，７８８円）　

       １　施策の趣旨等
　平成３０年度の精神障害者雇用義務化に向け、障害者の相談から就職・定着までの一貫した
就職支援の推進及び障害者雇用に取り組む企業へのサポートを強化する。

　指標：障害者雇用率　　目標：２．２％　　実績：２．０７％

２　施策の実施状況
　障害者の就労、就業力の強化、職場定着のワンストップ支援及び障害者を雇用する企業へ
のサポートを実施した。
茨　相談・カウンセリング
　ア　京都ジョブパークはあとふるジョブカフェによる支援
　　契　障害者専門相談員による相談等
　　　　障害者の就労カウンセリングや情報提供等を実施した。

京都ジョブパーク推進
事業
（総合就業支援室）

障害者雇用サポート強
化事業
（総合就業支援室）
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　　　　相談者数　　　　　　延べ４，８４３人
　　　　就職内定者数　　　　　　　３８２
　　形　企業実習の促進
　　　　障害者の就労準備性を高めるため、企業実習を実施した。
　　　　実習者数　　　　　　　　　３４９人
　イ　障害者就業・生活支援センターの運営

　府内８箇所の障害者就業・生活支援センターにおいて、就業から生活、定着までを支
援した。

　　　　　　　　　センター名（市町村名）　　　　　　　　　　　　　　登録者数　就職者数
　　京都障害者就業・生活支援センター（京都市）　　　　　　　 　　　１，８５１人　　１１８人
　　しょうがい者就業・生活支援センター　はあとふるアイリス（京都市）　４３４　　　　７２
　　しょうがい者就業・生活支援センター　アイリス（長岡京市）　　　　　７２６　　　　４０
　　障害者就業・生活支援センター　はぴねす（城陽市）　　　　　　　　１，３９２　　　　５９
　　しょうがい者就業・生活支援センター「あん」（京田辺市）　　　　　　４６２　　　　３２
　　なんたん障害者就業・生活支援センター（亀岡市）　　　　　　　　　　４８５　　　　４３
　　障害者就業・生活支援センター　わかば（舞鶴市）　　　　　　　　　　５４５　　　　８８
　　障害者就業・生活支援センター　こまち（与謝野町）　　　　　　　　　３１７　　　　２４
　　　　　　　　　　合　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　６，２１２　　　４７６
芋　人材育成・スキルアップ
　ア　障害者のスキルアップを図るＪＰはあとふるカレッジの実施
　　　開講数　　　　　　６３０回
　　　受講者数　　延べ３，０１５人
　イ　高等技術専門校における障害者向け訓練の実施
　　　施設内訓練　入校者数　　７１人　就職者数　５６人
　　　委託訓練　　受講者数　　１０４（在職者訓練受講者１７人含む。）就職者数　４０人
鰯　就職（マッチング）・定着支援
　ア　京都障害者雇用企業サポートセンターによる支援
　　　法定雇用率未達成企業訪問　９０５社
　　　見学会、セミナー、個別相談など雇用に向けた事業への参加企業数　５５３社
　　　特例子会社数　９社（うち２９年度１社）
　イ　障害者雇用施設整備事業等事業費補助金
　　　交付件数　７件　交付額　４，０２６千円

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８３，６９０，４６９円
 （うち委託料　１７３，０８５，６８０円）　



―１２７―

       １　施策の趣旨等
　企業が求める社会人基礎力の習得により、個々の求職者の就業力の向上を図り、正規雇用
化の促進を図る。

　指標：京都ＪＰカレッジ受講者の就職内定者のうち正規雇用の割合
　目標：７１．４％　　実績：５７．０％

２　施策の実施状況
　社会人基礎力の習得を目的とした短期研修を受講者が必要な講座を選択できるアラカルト
方式で実施した。
　受講者数　　　延べ１１，３８２人　うち新規受講　３，８１９人
　就職内定者数　　　　２，６３１　　うち正規雇用　１，５０１

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８１，８８９，６１６円
 （うち委託料　８１，１８２，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　地方版ハローワークの更に先を行く「京都ジョブパーク」として、府内学生や府外在住者
等を京都企業への就職に結びつけることにより、京都企業の人材確保を支援する。

　指標：京都ジョブパーク学生就職センターにおける京都企業への就職内定者数
　目標：１，４００人　　実績：１，５５４人
　指標：京都ジョブパークＵＩＪターンコーナーにおける京都企業への就職内定者数
　目標：３３０人　　　実績：３８６人

２　施策の実施状況
　様々な人材が京都企業に就職するための就業支援や、京都企業が人材確保を図るための支
援を実施した。
茨　人材誘導
　府内学生や府外在住者等が京都企業を知り、就職する機会を創出することで、京都企業
への人材誘導を促進した。
　ア　学生に対する就業支援やインターンシップの促進等
　　　学生就職センター新規登録者数　　　　　　　　　　　３，０４１人
　　　インターンシップ等の実施人数　　　　　　　　　　　　５４２
　　　ＪＰカフェにおける就職相談、京都企業紹介等の開催数　２００回
　イ　ＵＩＪターン就職相談等の実施
　　　ＵＩＪターンコーナー延べ利用者数　　　　　　　　　５，４４７人
　　　　　　　　　　　　　新規登録者数　　　　　　　　　２，６２１
　　　企業交流会参加者数　　　　　　　　　　　　　　　　　１４９
芋　企業支援
　京都企業の魅力を伝えるための情報発信や企業ニーズに合致した人材とのマッチングの

京都ＪＰカレッジ事業
（総合就業支援室）

未来を担う中小企業人
財確保事業
（総合就業支援室）
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機会づくり等を実施した。
　ア　学生に対する京都企業への理解促進等を実施
　　　京都産業学セミナー開催数　　　　　　　　　５３回
　　　京都インターンシップナビ掲載企業数　　　２７５社
　イ　ＵＩＪターン人材や高度人材など多様な人材とのマッチング機会を創出
　　　企業説明会参加企業数　　　　　　　　　１，３８５社
　　　京都府ＵＩＪターンナビ求人掲載社数　　　３６９
　　　マッチングに向けた相談等の支援企業数　４，４７４件

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０２，１７９，２３６円
 （うち委託料　９６，７４０，８３４円）　

       １　施策の趣旨等
　府外大学生等の人材還流（移住・ＵＩＪ就職）や府内に居住する若者の府内企業等への就
職を促進するため、府内企業や農業法人等での就業体験・地域の魅力体感事業を実施する。

　指標：就業体験・地域の魅力体感事業の参加者数
　目標：３００人　　実績：１１１人

２　施策の実施状況
　参加者が地域に滞在しながら、府内企業や農業法人等での就業体験や地域イベント等に参
加し、地域での暮らしと魅力を体感する「京都ワーク・ステイ」を実施した。
　申込数　６１８人　参加者数　１１１人

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１，５６６，３４０円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　（うち委託料　１７，１２８，３９７円）　

       １　施策の趣旨等
　国の戦略産業雇用創造プロジェクトの採択を受け、ものづくり産業を中心に産業政策と雇
用政策をオール京都体制で一体的に推進することにより、良質で安定的な雇用の創出を図る。

　指標：雇用創出数
　目標：３，０００人（平成２８年度～平成３０年度）　実績：３，５５４人（うち　平成２９年度　１，７２２人）

２　施策の実施状況
　ものづくり産業分野における雇用創出を図るため、オール京都体制で構成する「京都次世
代ものづくり産業雇用創出プロジェクト推進協議会」により、経済団体や産業支援機関、教

「京都ワーク・ステイ」
人材確保緊急対策事業
（総合就業支援室）

地域産業雇用創出事業
総合就業支援室
ものづくり振興課
染 織 ・ 工 芸 課
文化学術研究都市 　　　　　　　　 推 進 課
労働・雇用政策課
人づくり推進課

兼
献
献
献献
献
献
験   

券
献
献
献献
献
献
鹸   



―１２９―

育・研究機関等との連携のもと、コーディネータの伴走支援により人材確保・育成支援を実
施した。
茨　京都IoT/IoE産業創出事業
　ものづくり企業とICT企業等の協業によるIoT/IoE産業への新規参入や新商品開発等を促
進するため、企業連携に向けた研究会等を開催した。
　　企業相談等実施数　１２９件　研究会等開催数　１３回　研究会等参加者数　５８９人
芋　京都ライフサイエンスプロジェクト成長展開事業
　医療・健康・介護等のライフサイエンス分野への新規参入や事業化等を促進するため、
医療機器メーカーと府内企業との商談会等を開催した。
　　企業相談等実施数　５９５件　商談件数　６２件
鰯　京都エコ・エネルギー産業成長推進事業
　エコエネルギー関連分野への新規参入・事業化や、企業の施設全体に関する省エネ化の
促進を図るため、産業ＥＭＳ等のネットワーク構築等を実施した。
　企業相談等実施数　５２７件　産業ＥＭＳ等ネットワーク会員数　４２０社・団体
允　「Cross KYOTO」コンテンツ企業等支援ネットワーク事業
　映画・映像、ゲーム、漫画・アニメ等のコンテンツ産業の振興や異業種との組み合わせ
によるコンテンツ活用ビジネスの創出を図るため、コンテンツ活用セミナー等を開催した。
　企業相談等実施数　４１５件　セミナー等開催数　３７回　セミナー等参加者数　１，４３２人
印　「京の食」ブランド推進プロジェクト事業
　食品製造業と農業等の異業種との組合わせによる商品開発や販路開拓等を促進するた
め、企業連携のモデルプロジェクト創出を図るとともに展示会出展等を実施した。
　　企業相談等実施数　２０１件　モデルプロジェクト数　１０件
咽　海外試作・開発試作推進事業
　京都発「試作」をアピールし、海外からの引合受注の獲得や協働プロジェクト等による
開発試作の推進を図るため、人材育成講座等の開催や海外の展示会出展等を実施した。
　　海外試作引合件数　１７１件　講座等開催数　１３回　講座等参加者数　２９５人
員　新文化産業発展強化支援事業
　伝統産業業界が「新文化産業」として継続発展するための人材確保・育成や販路開拓支
援のため、新たに雇用した人材の研修支援、専門コーディネーターによる支援等を実施した。
　支援企業数　１９０社
因　未来志向型経営人材育成事業
　企業の経営力の向上を図るため、経営者・製造部門管理者等の育成講座を開催し、事業
計画の策定支援等を実施した。
　企業相談等実施数　３６８件　講座開催数　３５回　講座参加者数　５４７人

姻　京都版エコノミック・ガーデニング推進事業
　新事業の創出等を図るため、市場調査、試作開発から設備投資、販路開拓まで一貫した
支援を実施した。
　企業相談等実施数　２３３件

引　アライアンス推進支援事業
　大手・中堅企業とのビジネスマッチングや首都圏等への販路開拓を図るため、商談会の
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開催や展示会出展等を実施した。
　企業相談等実施数　６３７件　商談件数　５１１件
飲　事業継続・創生支援強化事業
　創業者予備軍を掘り起こし、新規創業等を促進するため、インキュベーション施設等と
連携したセミナー等を開催した。
　企業相談等実施数　２９１件　セミナー等参加者数　１９９人　新規創業数　８社
淫　オープンイノベーション促進事業
　国家戦略特区を活用した研究開発や、KICKにおけるベンチャー等の新事業創出を促進
するため、ベンチャー等による金融機関へのコンペティション等を実施した。
　企業相談等実施数　１，０７９件　コンペティション実施企業数　１６社
胤　北京都産学連携事業化推進事業
　府北部地域において新事業創出等を図るため、産学公の連携による新商品開発等に向け
た研究会等を開催した。
　企業相談等実施数　２５０件　研究会等開催数　１０回　研究等参加者数　１２７人
蔭　けいはんな分野融合・販路開拓事業
　中小企業の新分野進出や販路拡大及びIoTビジネスの創出促進による雇用創出を図るた
め、オープンイノベーションソリューションサイトの運用によるシーズ・ニーズマッチン
グやIoTフォーラム等を実施した。
　面談件数４６件　フォーラム等参加者数１６４人　　シーズ提案件数８１件
院　ものづくり産業人材確保・定着プロジェクト事業
　ものづくり企業の人材確保をサポートするため、企業魅力発信から業界理解促進、マッ
チング、定着支援まで一貫した支援を実施した。
　支援企業数　１，０２５社　北部地域ものづくりパッケージ型訓練受講者数　１６人
　就労環境改善アドバイザーによる企業訪問件数　４３９件
陰　「全員参加型」イノベーション創造支援事業（人材活躍支援・専門家派遣）
　事業革新、事業拡大、新分野進出など新たなイノベーションの取組に必要となる人材の
確保・導入を支援するため、人件費等の助成や専門家の派遣を実施した。
　支援企業数　８１社　専門家派遣回数　１５７回

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７２３，６９４，９１３円

 （うち  

       １　施策の趣旨等
　「京都府若者の就職等の支援に関する条例」に基づき、就職の難しい若者に対する就労支援
を実施し、中小企業等への就職を促進する。

　　　　　　指　　　標　　　　　　　　　　　　　　　　　目　標　　　　実　績

委託料　６１３，８０９，３０７円
補助金　１０９，８８５，６０６ ）

若者就職支援等推進事
業

（ ）労働・雇用政策課
人づくり推進課



―１３１―

　伴走型雇用訓練修了者の就職率（うち正規雇用率）　　　８０％（５０％）　　８０．４％（５９．０％）
　就職の難しい若者を支援する団体への支援数　　　　　　　１０団体　　　　９団体

２　施策の実施状況
茨　地域創生人材育成事業
　人手不足分野等の中小企業への就職・定着を支援するため、就職の難しい若者を対象に、
基礎訓練から企業における実地訓練までの４ヶ月間の伴走型訓練を実施した。

　　訓練受講者数　延べ１０６人
　　訓練修了者数　　　　９７
　　就職者数　　　　　　７８
芋　京都わかもの就職支援等推進事業
　「京都府若者の就職等の支援に関する条例」に基づく計画の認定を受けた就業支援事業を
行うＮＰＯ等を支援するため、若者の自立・就労に向けた活動に対して助成した。
　　交付団体数　　　９団体
　　交付額　　　１０，４９０千円

２　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８４，０３９，３９６円
 （うち委託料　２７０，３０８，５０３円）　

       １　施策の趣旨等
　人手不足や非正規雇用率の高い観光産業において、正規雇用化を促進するため、事業者の
正規雇用拡大と求職者の人材育成を一体的に支援する。

　指標：雇用創出数
　目標：１，０００人（平成２８年度～平成３０年度）　実績：４７５人（うち平成２９年度　４６６人）

２　施策の実施状況
　府や京都市、経済団体等オール京都で構成する「観光産業正規雇用化促進事業推進協議会」
を設置し、事業者の正規雇用拡大と求職者の人材育成を一体的に支援する。
茨　観光産業の就労環境改善を支援するため、セミナーや訓練等を実施した。
　　観光おもてなし人材育成セミナー参加者数　　　　　　　　６５人
　　在職者向けスキルアップ訓練（集合訓練）人数　　　　　　３４
　　在職者向けスキルアップ訓練（北部出前型）人数　　　　１４７
　　就労環境改善アドバイザー派遣企業数　　　　　　　　　４００社
　　「京都観光お仕事なび」掲載企業数　　　　　　　　　　　１０９
芋　観光産業の正規雇用拡大に向けた求人開拓や意識改革を図るため、企業訪問及びセミ
ナー等を実施した。
　　正規雇用の求人開拓に向けた企業訪問数　　　　　　　１８，５０１社
　　正規雇用の求人開拓数　　　　　　　　　　　　　　　１，８３１人
　　観光経営入門セミナー参加企業数　　　　　　　　　　　　１８社

観光産業正規雇用化促
進事業

（ ）
総合就業支援室
労働・雇用政策課
人づくり推進課
観 光 政 策 課
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　　経営者・人事担当者向け人材確保セミナー参加企業数　　　８０社
　　正規雇用化セミナー参加者数　　　　　　　　　　　　　３８６人
　　定着支援セミナー参加企業数　　　　　　　　　　　　　　３２社
鰯　求職者の人材育成を支援するため、短期インターンシップやセミナー等を実施した。
　　短期インターンシップ参加者数　　　　　　　　　　　　４００人
　　業界研究セミナー参加者数　　　　　　　　　　　　　　６２２
　　多能力人材育成訓練人数　　　　　　　　　　　　　　　　４０
　　海外人材雇用型訓練人数　　　　　　　　　　　　　　　　６
允　求人企業と求職者のマッチングを行う説明会等を開催した。
　　合同企業説明会、ミニ企業説明会参加者数　　　　　　　５４３人
　　大都市圏就職フェア参加者数　　　　　　　　　　　　１，２００

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８９，６８２，８５２円
 （委託料　２６７，９１８，８５２円）　　

 


